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要 約

人口減少社会の到来が明らかになったことから、日本経済の成長に対するその影響が懸念

されるようになってきた。かねてより基盤産業での高齢化や過疎化の問題が顕在化していた

地方経済では、これが一層深刻に捉えられている。本研究では、その影響の実態を明らかに

するため、人口、経済および環境の将来予測に関する定量的把握の方法を提案する。

はじめに

本研究は、地域経済のシステムダイナミックス・モデル (SDモデル)をマクロ経済理論の観

点から開発し、人口、経済および環境の定量的な将来予測に応用することを目的としている。シ

ステムダイナミックス技法を採用した理由は、下記の通りである。

・フローとストックの概念により、人口構造の変化や産業構造の変化を連続的に捉える手法

であること。

・非線形な関係式を扱いやすいこと。

・複雑な相互依存関係を有する地域の諸問題をモデル化できること。

・地域経済・環境統計には時系列データが完備されていない領域があるため、計量経済的手

法のみでは信頼に足るモデルの開発が難しいこと。

政策的観点から地域経済の問題を取り上げるとき、そこには動態的な要素が多く含まれるが、

従来の地域マクロ経済モデルの分析手法では細かな動的作用の分析は難しい。また、右肩上がり

の高度経済成長期が終わり、高齢化や環境面での制約にどう対応していくかが問われている現在、

経済成長率などの量的目標に加えて、質的目標の変化を考慮することも必要となる。

システムダイナミックスの分析手法は、J.W.フ オレスター (JWoForrester)に よつて創案され

たが、その “Wond Dynamics"モ デルがローマ・クラブ報告のThe ttmお わ G″眈ね [1972]の

シミュレーション・モデルの原型となったことで、世界中の注目を集めた。わが国でも、総合計

画等との関連で、策定支援用のシミュレーション。ツールとして、システムダイナミックスによ

る地域モデルが開発された先行事例がいくつかある。しかし、それらは思考実験ツールとしての
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性格が強く、動学モデルとしての信頼性を追究するというよりは、住民等、自治体への参加主体

とコミュニケーションをとることを狙つている。静岡県に関しては、1984年にシステムダイナミッ

クス・モデルが開発されているが、産業連関表から供給面をみているため、経済成長の限界を探

る目的には不向きな面がある。それに対して本研究では、地域経済モデルに投資等の調整過程を

はつきりとした形で組み込むことで、経済活動の動態的なシミュレーションを基礎におきながら、

人口減少社会の静岡県の将来像を動態的に描きだすことが可能になっている。

また、当時とは異なり、資源の消費を抑制し、環境に対する負担を出来るだけ小さくする循環

型社会への移行が具体的に求められる現在では、地域経済が環境へ与える影響を試算することが

強く求められている。安定的な経済成長を保持しつつ、より低環境負荷の生産や消費活動を行う

ことは、国民経済はもとより地域経済においても同様に企図されなければならない (環境省編

[2005]、 静岡県 [2006])。 その目的のため、環境問題に関する研究成果と統計データを利用し、

可能な範囲で静岡県SDモデルヘ組み込む。

第1節では、モデル構築の前提である静岡県経済の特徴を探る。第2節では、人口動態のモデ

ル化と地域マクロ経済モデルを提案する。第3節では、人口と経済の将来推計を行う。第4節で

は、静岡県SDモデルを環境問題に応用したシミュレーションを行う。

1口 静岡県経済の特徴

地域経済の成長と環境負荷を考えるモデル構築にあたって、静岡県の人口動態と産業特性を考

慮しなければならない。まず、人口に関して言えば、県の合計特殊出生率は、全国平均を0。07～

0。09上回るものの、1984年以降は全国動向と歩調を合わせて減少を続け、2003年に1。 37と なって

いる。地域経済の人口は社会移動や外国人の移動などの影響を受けやすい。社会移動に関しては、

1995年以降、転出が転入を上回り、人口の減少が続いている。静岡県の経済的特徴は、製造業の

役割が大きいことである。県内総生産の35%以上を製造業が占め、経済成長への寄与度も高い

(表 1)。

また需要面では、県内総支出の規模に匹敵する移輸出が行われている (表 2)。 移輸出の約

87%が移出であることから、静岡県の成長には日本の他地域の経済動向が大きく影響すると考え

られる。
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表 1 静岡県の実質経済成長と産業別寄与度

金額 (億円) 構成比 (%) 伸び率 (%) 寄与度 (%)

2001年度 2002年度 20014「月譴 2002年度 2001年度 20021「 房誼 2001年度 2002年度

農  業

林  業

水 産 業

鉱  業

製 造 業

建 設 業

電気 。ガス・水道業

卸売 。小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

政府サービス

対家計民間非営利

1,630

145

351

197

56,410

10,441

4,724

15,111

8,959

18,804

9,644

27,227

12,146

2,928

1,617

124

囲

142

62,199

9,819

3,937

14,526

9,187

19,520

9,538

27,358
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-7.4

-3.6

3.6

13.4

3.4

-0.8

--0。 2

3.0

7.6

-0.8

-14。 9

-0.8

-28.3

10.3

-6.0

-16.7

-3.9

2.5

3.8

-1.1

0.5

0.6

94

-0。 1

0.0

-0.0

0.0

-3.1

-0.5

-0.1

0.3

0.7

0。4

-0.0

-0.0

0.2

0。 1

-0.0

-0.0

-0.0

-0.0

3.8

-04

-0.4

-0.3

0。 1

0。4

-0。 1

0.1

0.0

02

小  計 168,717 173,742 104.7 104.7 -24 -2.5

輸入品に課される税・関税

(控除)資本形成に係る消費税

(控除)帰属利子

121

908

6,801

125

821

7,076

。
１

　

・
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２

54

-4.0

244

3.5

--9。 6

4.0

0.0

-0.0

1.0

0.0

-0.0

02

県内総生産 161,129 165,970 100.0 100.0 -3.3 ―-3.3

出所 :静岡県生活。文化部統計利用室19~『静岡県の県民経済計算』より計算。

表 2 静岡県の実質経済成長と総支出
金額 (億円) 構成比 (%) 伸び率 (%) 寄与度 (%)

2001年度 2002年度 2001年度 2002年度 20011「月議 2002年度 20014「E諏 2002年度

民間最終消費

民間資本形成

公的資本形成

政府最終消費

移輸出

移輸入

統計的不突合

72479

28,653

7,3Z

22,822

150,287

-125,176

4,993

74,435

27,288

6,811

23,308

155,770

-127,946

7,142

45.0

17.8

4.5

14.2

93.3

-77.7

3.1

4.8

16.4

4.1

14.0

93.9

-77.1

4.3

-0.6

--5。2

-5.1

4.2

--5。4

-4.0

5。9

2.7

-4.8

-7.0

2.1

3.6

2.2

43.0

-0.3

-0。9

-0。2

0.6

--5.2

3.1

0。2

1.2

-0.8

-0。3

0.3

3.4

-1.7

1.3

県内総支出 161,129 165,970 100.0 ―-3.3 ―-3.3

出所 :静岡県生活・文化部統計利用室編『静岡県の県民経済計算』より計算。

本研究では、上記の特徴を再現できるようなモデルを開発することとする。
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2ロ モデルの方程式

本モデルは、人口、経済、環境の3セ クターからなる。。

2。 1。 人口動態のモデル化

静岡県の人口は、これまで順調な増加を続けてきたが、2005年国勢調査の速報値や近年の人口

動態統計調査等を参考にすると、人口減少局面への移行が推測される。

日本人人口の推計は、コーホート要因法 (cohort component method)に より行ったの。1～

100歳の人口は次の式で計算される。

4.=鳥 X Sχ +″χ               (2.1)
ここで、鳥は・歳の期首人口、鳥+1は 1年後の人口、Sxは生残率、″χは純移動数を表す。人口は

出生・死亡。移動を通じてその状態が変化するストック変数である。フロー、ストック、コンバー

タの表現を使うシステムダイナミックスの手法で記述すると次のようになるの。

生残率・男

出生数 日男        死亡・男

図 1 人ロモデルの構造

また、静岡県では、製造業を抱える県西部 (浜松市等)を中心に外国人人口が急速に増加して

いる。外国人人口に関しては、推計の基礎データとなる出生 0死亡・移動に関する統計資料が揃

本研究の経済セクターの詳細については、日本経済政策学会『経済政策ジャーナル』第4巻第2号 (近刊)の拙著 (山下)
を参照のこと。なお、システムダイナミックスのマクロ経済モデルヘの応用については、藤正巌 。松谷明彦 [2001]で
SN職計の高度な記述方法としての可能性が検討されているが、本研究はマクロ経済の生産面を支える産業別の経済成長
を予測するための手法の開発を目指している。人口減少が地域経済に与える影響についてのシステムダイナミックス。モ
デルにはKopainsky[2005]の研究があるが、そこでは人口や労働力が1本の微分方程式としてモデル化されているのに
対して、本研究では人口統計を利用する。
人口推計は、(財)静岡総合研究機構との共同研究で行われた。推計の基本要素である出生率。生残率・移動率等の諸仮定
は、国立社会保障。人口問題研究所の推計方法に準じて設定された。全国平均と静岡県の格差は加味されている。
本研究では、STELLAVe■ 8でモデルを作成した。
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わないため、従来のペースによる増加 (1995年度から2000年度の年平均3,930人 )を仮定した。

2.2.需要のモデル化

経済の需要サイドは、県民経済計算の体系をモデル化する。県内総支出 (grOss domestic

expenditure)の項目は、民間最終消費支出、総資本形成、政府最終消費支出、財貨 0サービス

の移輸出入、統計上の不突合で構成されている。

∽ E,=C場 十1′ +G」′+Gq+Ex′ _[Mt+間 Dt (2.2)

総支出は地域経済の 1年間のフローの経済活動状況をまとめたものであるが、添え字の′はその

期間を表す。

民間最終消費支出

民間最終消費支出は、県GDEの構成において大きな安定的な項目である。民間最終消費支出

関数は、′期の実質所得が前期の実質所得に依存するケインジアン型の消費関数を仮定する。少

子化の影響を知るためには、人口構成や世帯構成といった社会的要因も加味したい。このため、

本研究では、人口増加を変数として追加した。

CPr=CP(G"′ ,P∝ )
ここで、 P"は総人口数であり、 ∠F鶴 =P鶴 一Pα弓_1である。

(2.3)

民間総資本形成

民間総資本形成は、民間住宅投資、民間企業設備投資、民間在庫投資から構成されている。

fr=Лり′十五弓+J′ (2.4)

民間企業設備投資や民間在庫投資が企業の行動であるのに対して、民間住宅投資は主として家

計の行動である。したがって、経済成長の度合いと前期の住宅投資によって影響を受けると考え

られる。本研究では、以下のような関数を考える。

″′=〃 (△GDE′ ,″′.)            0.D
ここで、△GDE′ ≡GDE′ ―GDE′ _1である。

企業設備投資は、民間投資の中で大半を占めるものである。移出項目が極めて大きいことが静

岡県の特徴であるから、移出品の需要者である (静岡県を除く)全国のGDE(」GDEr)の動向

から設備投資関数を推計した。

IP, = IP (JGDE:,JGDEA) (2.6)

民間在庫投資が、総資本形成に占める割合はわずかであるが、これは変動の激しい需要項目で

ある。生産と出荷のズレは景気変動と関係がある。在庫残高は、需要の変動に対する生産調整の
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遅れから発生するが、企業は生産調整に 1年以上の時間がかかるものと考えられる。企業の生産

計画が前期の経済成長率に影響を受けるものと想定して、次の関数で推計した。

(2.7)

公的固定資本形成

公的固定資本形成は、日本全体の経済成長に影響されると考え、次の式で推計した。

G」′=Gf(JGDE′ )              oo

政府最終消費支出

93SNAでは、政府最終消費支出に新たに社会保障基金が計上されるようになった。このため、

従来の政府最終消費支出と社会保障基金の 2つに分けて推計した。

Gq=ccl′ +Gc2′                       (2.9)
GClが従来の政府最終消費支出、GC2が社会保障基金である。

政府最終消費支出は、経済モデルの外で決定されると考えるのが一般的であろう。しかし、経

済社会の動きと必ずしも無関係に決定されているわけではない。本研究では、所得と高齢者比率

(SNR)と の間に、次のような一定の関係を見出した。

CCl′ =CCl(GDE′ ,SNR′ )                    (2.10)

1990年度からは以下の式が追加される。

CC2′ =GC2(Pθ喝,SMR′ )                   (2.11)

移輸出・移輸入

移輸出は移出と輸出から構成され、また移輸入も同様に、移入と輸入から構成されている。移

入と輸入はともに県民所得の大きさに依存しているから、まとめて次の式で表すことができる。

″ ′=″ (GDE′ )           (2。 12)

移輸出は、移出と輸出を区別することとした。

Ⅸ ′="′ +鴫                    (2。 13)

移出は、静岡県を除く日本のGDEの大きさに依存するものと仮定する。

EχD′ =EXD(」GDE′ )                        (2.14)

他方で、輸出は対米 ドル為替レートに依存するものと仮定する。

Eχ弓 =EXF(И囲Ⅵ)                      (2.15)

√′=J(         )
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統計的不突合

統計的不突合は、三面等価の法則のための調整部分であり、これまではその動きを理論的に論

じることが難しいとされてきた。しかし、近年はその額が大きな値となり、正確なシミュレーショ

ンが求められるようになっている。1975年度～2002年度にかけての静岡県の観測値は、県GDE

と概ね次のような関係にあることが確認された。

RSD′ =RSD(の E′_1,GDE′_2)

2.3.供給のモデル化

経済の供給サイドは、次のマクロ的生産関数によつてモデル化される。

ln巧′=ИJ+α′lnκヵ+島 lnZ′′ J=1,2,… ,14

(2.16)

(2.17)

添え字の,は産業分類を表す。今回の推計では、県民経済計算の産業分類を使ったの。 みは第,産
業の生産量、K′ は資本ストック、二′は労働力である。И′,α′,β′はパラメータであり、その値は

計量経済学的手法により推計される。パラメータИ′は、資本や労働の投入要素の変化では説明で

きない産出の変化をもたらすものと考えられており、「全要素生産性」(total factor producti宙 ty)

と呼ばれる。全要素生産性TFPの値は多くの理由で変化するが、その変化は技術進歩によるもの

と解釈されることがある。

労働力

労働力は、あルを当該年度の労働時間数、

二′′=力′′EM畷′

Ert′を就業者数として、次の式から求められる。

(2.18)

資本ストック

資本ストックは、ある時点に存在しているすべての機械設備の量である。資本ストックは、

(粗)投資 fに より増加するが、稼動が続けば機械設備は摩耗していく。資本ストックの一定割

合δが摩耗すると仮定すると、δを減価償却率 (あるいは除去率)と して、資本ストックと投資

との関係は次のようにモデル化できる。

κ″_K″_1+r″ _δ″κ″_1

M′ ≡K′ ―κ′_1と すると、次式が得られる。

△κ″=f″  δ″κ″_1

他方で、財市場における企業活動を考慮すると、生産計画や投資計画は超過需要ED′ =D′ ―為

の 農業、林業、水産業、鉱業、製造業、建設業、電気・ガス・水道業、卸売 。小売業、金融・保険業、不動産業、運輸・通
信業、サービス業、政府サービス、対家計民間非営利サービスの14部門である。

(2.19)

(2.20)
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によって喚起されるものと考えられる。D′ は需要である。したがって、生産に必要な純投資と超

過需要との間には以下のような関係があると想定される。

1,, - 6uKu-t =v,EDr, (2.21)

(2.20)式 と (2.21)式 の関係から、資本ストックの成長は、前期の資本ストックに依存する

要因と超過需要に依存する要因とからモデル化される。

巫 ″=K′ (fゎδ″κ″_1,ED″ ) (2.22)

産業別の各期の投資額は、民間企業設備投資民 に当該産業の前期資本ストックが全県の前期

資本ストックに占める割合を乗じて求めることとした。(2.22)式 を次のように設定した。

κ″=可睾苦」″δ″κ″判+均 ED″

2口 4口 静岡県SDモデルの全体像

以上から、静岡県SDモデルの全体像は次のようになる。

(2。23)

図2 モデルの全体像

県民経済計算の定義に従い、各産業の生産額為の合計に、輸入品に課される税・関税の推計

値を加え、総資本形成に係る消費税と帰属利子の推計値を控除したものを県内総生産 (GDP)と
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呼ぶことにする。GDEが示す需要面と、GDPが示す供給面の動きが各産業の市場を中心に調整

されていく。

静岡県は全国平均と比べて高い経済成長率を記録してきたが、その構造的特徴はこのモデルに

も反映されており、将来推計でも日本のGDE(」GDEr)と 比べて高めの成長率がもたらされる

(表 3)。

表3 静岡県の経済成長率り

D l.2%と いう値は、バブル経済崩壊後の1990年度から2002年度までのよZE′ の平均成長率である。21世紀シナリオは、国
の21世紀ビジョンにおいて想定された成長シナリオで、JGDEt力氾003年～2013年が1.5%、 2013年～2020年 までカラ.0%、
2021年 ～2030年 までは1.5%で 成長するという仮定である。

2.5.諸関数の推計

モデルを構成する諸関数は、主に『県民経済計算年報』の1975年度から2003年度までの名ロデー

タを1995年の暦年価格で実質化し、それをもとに推計された。労働者数は『国勢調査報告』、労

働時間は F静岡県毎月勤労統計調査年報』、資本ストックは『民間企業資本ストック年報』から

計算して求めた。各推計式の係数の下の括弧内は′値である。

推計結果

CPr=31%識
子
+R盤
:鶏

'GDE′

―
♀42観fFaPr,買

2=0.978鈍
0

″′=召
:」脱子
+0闘螺新
△のF′ +0。9認424″′.,1マ

2=0.774265

五ら~′71L野
9+〕
∂胤 平
JGDEt―

":漢

gム
;JGDEt.F2=0.858927

J′ =鶴
鯉子
十
懇 19尉デ 幾 轟 チ

望 ,R2=0404700

Gどr=11錦器
+1肥

:勇

`PJGDEt,R2=0。

740949

Gα′=1観織,十繋滉FCDEr+Tz詮計
≦M,メ =0.958769

国 (観測値) 静岡県 (観測値) 静岡県 (国 1.2%成長) 静岡県01世紀ビジョン)

1975-90年度 4.10% 4.84%

1990-02年度 1.20% 1。80%

2003-20年度 1.46% 1.95%
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GC2′一沸蕊殊33+R′猛]品FP四十11良ヮ発λl鍬′'・
2=0.866621

"′
=~√鑢
'5野

9+賜
3錫設・mPt,R2=0。 952336

Щ =鷺l針
~■
段晰Щ 'R2=0%7"

″′=29脇P嘱認叫 'R2=0%9霧 9

RSD′ =11競
:ぷ
8-?1,花影PE′・ +躍屁錦野G狂辺Ъ-2'π

2=0.692618

h4=-0.498競
,+‖錦

“'hKl+翻
ThZl'π

2=0.810721

h y2=~tl藤蜆♀+)臨ざhκ2+Y:認軍h二2,π
2=0.870726

h為 =~そ11珊十Rftt」£辞hK3+Rザ現8呉

"h二

3'π
2=0.824908

h y4=~?」り潔8Z'+Rf塊認 hK4+RfEttln二4+協議翠
Dl'π 2=0.613648

Dlは、1989～ 1992年度を1とするダミー変数

h島一ι認断+躙靭 hK5~淵詣D2hK5
+0.863977 hZ5+RttP'1群 D2LIZ5,π 2=0。995113

D2はヽバブル崩壊後の1991～2002年度を1と するダミー変数

h y6=~,1侶錢子+%親認翠hK6+%1舅3ら
l htt6+惚話81Dl'π

2=0.896983

h y7=~2れ
fぇ段錯3+(ば逸:』PFhK7~?1〕£機

'D3hK7
+1.80穏弊hZ7+躍2餞FD3h二7,戸

2=0。984245

D3は、バブル崩壊後の1993～2002年度を1と するダミー変数

ln y8=~11穂槻;+%筆飴39hK8+観%響
ln Z8+R爛揚島

lD4'R~2=0。 954509

D4は｀1989～ 1996年度を1とするダミー変数
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hろ =-9薄脇品;芦〕織 81hκ9~T協:PhZ9
+Ok19況増況33D31n二9 ,12=0。 980707

h40=■86:627+懸密vhKЮ +1肥器解hム 0

,π
2=0。995654~111猟

♀Dl

h41=ll鳥飛斜8+%忍:譜 hκll+協継響hZll+呪鴨″D4,更
2=0。
965028

,更

2=0。
995877h42=~(%1斜認0+%11勇351nK12+躍薇子hZ12

h44=111滉身お4+R規浩響 h κ14+Rf皇認解h二14,R=0・987379

政府サービス部門は、下記の式で推計した。

巧3=~懺漱t螺4+R聟虎l£響
GDE′ +0.0444Z13'更

2=0。
916702

統計的手法では決定できない一部のパラメータに関しては、感度分析等によってその値を求め

1975年度から2002年度までの観測値に対する累積二乗平均誤差た。モデル全体のあてはまりは、

力ヽ .48%と かなり良好である。
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3.将来推計

構築されたモデルから、静岡県の将来像を探ることとしよう。シミュレーションの期間は、

1975年度から2030年度にかけて行うこととしたの。

3.1。 人口推計             |

静岡県の日本人人口は2002年 (373万391人)から既に減少局面に入つているが、外国人人口を

加えた総人口は2006年 (379万2340人)を ピークに、2007年から減少へ転ずるものと考えられる。

3,900● 00

3,800,000

3,700,000

3,000,000

3,500,000

3,400,000

3,300,000

3,200,000

3,100,000

1

1,400● 00

1,200,00

1,00,00

800,000

000p00

400p00

200●00

0

一バ
ヽ
iI

/a
'a I--------+-.

I
I
I
a

-------t-"
I
I
I
a
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1975  1985  1995  2005  2015  2025  年度

図4 静岡県の世帯数推計

―――日本人人口

………総人口

1975  1985  1995  2005  2015  2025  年度

図 3 静岡県の人口推計

3.2.世帯数推計

世帯数は、人口に世帯主率をかけて計算される。世帯主率の将来推計は、国立社会保障 0人口

問題研究所の推計値に、全国平均と静岡県の格差は加味して設定された。

世帯数

ア ‐ 卜
‐‐
十
‐¨ ‐‐‐

… … … …
‐‐‐‐‐‐‐‐‐― ‐。‐‐・

0 将来推計の期間を2030年までにしたのは、現行の総合計画がこの期間を視野に入れているためである。
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3.3.静岡県GDPの将来推計

静岡県経済の動向は、日本の経済成長に大きく依存している。IOEtの成長率が1.2%、 日本

21世紀ビジョン・シナリオの各ケースに応じて、県GDPの シミュレーションを行つたのが次のグ

ラフである。

250,000

200.000

150,000

100,000

50,000

0

1975 1985     1995     2005     2015     2025

図 5 静岡県GDPの将来推計

3口 4.一人当たりGDPの将来推計

たとえ経済全体が縮小傾向にあっても、人口減少は県民一人当たりの所得をしばらくは逆の方

向へ変化させる可能性がある。下図は、人ロー人当りGDPの推移をみたものである。

7,000+F

――一国1.2%成長
・………21世紀シナリオ

――一国1.2%成長

Ⅲ………21世紀シナリオ

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

1975    1985

図 6

1995    2005    2015    2025   4F遍電

一人当たりGDPの将来推計
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3.5日 産業別の将来推計

日本21世紀シナリオの下での第一次産業、第二次産業、第三次産業の就業者数の推移と各産業

別の生産額の推移を求めた結果は次のようになる。

3,000
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2,000

1,500

1,000

500

0

億円

1975 1985    1995    2005    2015

図7 第一次産業の将来推計
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一 ― ― ―

建 設 業
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図 8 第二次産業の将来推計
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45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

………電気・ガス・水道業

一――卸売・小売業

………金融・保険業
一―――不 動 産 業

一――運輸・通信業
………サービス業

10,000

5,000

0

1975 1985   1995

図 9

2015   2025   
年度

第二次産業の将来推計

4口 環境セクタ…

環境セクターは、経済セクターで決定される産業の生産及び消費者の消費活動が環境に与える

影響 (環境負荷)を評価する役割を果たす。また、環境負荷は、人口学的要素とも密接に関わる

と考えられる。静岡県SDモ デルでも、環境セクターと経済セクター及び人ロセクターとの関連

をモデルに取り組む必要がある。環境負荷の指標として、このモデルでは、一般廃棄物排出量、

産業廃棄物搬出量、二酸化炭素排出量を考える。

4。 1日 環境セクターのモデル化

4.1.1ロ ー般廃棄物排出量 (nonlndustHJ waste)

一般廃棄物 (以下、一廃)は、制度上、事業系一廃と家庭系一廃に分けられるが、統計上はそ

の区別がされていない。事業系一廃には、小規模商店、飲食店等から排出される廃棄物が含まれ

る。家庭系一廃は文字通り、家庭から排出される廃棄物である。両者は主に家計による消費行動

に密接に関わる。一廃総排出量の推定には、一人あたり排出量を経済変数及び人口学的変数によっ

て説明するモデルを用いることが一般的である (Kinnaman[2003]、 山川・植田 [2001]等 )。

静岡県SDモデルの環境セクターでも、この方法を採用し、一廃排出量を、

NIV$ = PgP, x (NIWI POP),
(4.1)

とした。ここで、M%は′期の一廃総排出量 (ト ン)、 Paらは′期の県内人口 (人 )、 0"刀Pの′
は′期の人ロー人あたリー廃排出量 (ト ン/人)である。一人あたリー廃排出量は、

Or7/P6vり′=γl+乃 CGDE/PaPD′ +73C(2P/夏π)′        (4.2)
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とした。ここで、(GDE/Paり′は′期の人ロー人あたり県民総支出、C"胴 7)′ は′期の平均世

帯人員である。また、γl、 乃、乃は回帰係数である。一人あたリー廃排出量を通して、環境セク

ターは、経済セクター (県民総生産)及び人ロセクター (人口、世帯数)と 関わることになる。

1975年から2001年の静岡県データ (サンプルサイズ
“
=27)を 用いて、一人あたリー廃排出量を、

Ⅳ 7/P6房り′=2霧 十
き%,CGDE/Pの

-2p鍛

「

澱 熙 )′ (4.3)

(4。4)

R2鋤 .982, R~2=Ю .980

と推定した。括弧内は′値である。一人あたリー廃排出量は、所得が上がれば増加するものの、

平均世帯人員が大きくなれば消費が効率的になるため、一人あたリー廃排出量は低下するという、

予想通りの結果が得られた。(4.3)式 による予測値に人ロセクターで予測された将来推計人口を

乗じることで、一廃総排出量が推定される。

4.1口 2.産業廃棄物排出量 (hdust百J waste)

産業廃棄物 (以下、産廃)は、製造業や建設業等での生産活動に伴って排出される廃棄物であ

る。「静岡県廃棄物処理計画」によれば、平成11年度の静岡県での産廃総排出量は11,053千 トン

である。また、産業別排出量は、製造業が54.8%(6,054千 トン)、 建設業が19.5%(2,158千 トン)、

農業 (1,439千 トン)、 電気・水道業が12.3%(1,360千 トン)である。その他の年度については、

産廃排出量は、生産額 1単位あたり産廃排出量 (産廃ツト出原単位)に生産額を乗じて推定した。

IW: QWIGDP)itxGDPu i:1,2,3,...,I4

ここで、fろ は′期の産業Jの産廃排出量 (千 トン)である。o%GDPp"は″期の産業jの産廃

排出原単位 (千 トン/億円)である。また、∽ P"は′期の産業Jの生産額 (億円)である。排出

原単位は、静岡県の直近の公表値である平成11年度実績値から、以下のように算出した。

(f巧/GDPI)=0。 7702勝隷;細

(I%/GDP5y=0.1072[製 造判

(f%/GDP6b=0・2133[建設判

σ%/GDP7p=0.2869[電気・ガス・水道業]         (4.5)

0%/GDP8b=000013[商判

0%1/GDPl)=000004[運 輸通信判

σZ2/GDP12)=000007[サ ービス判

なお、ここでは、「静岡県廃棄物処理計画」に産業別産廃排出量が掲載されている産業のみ、排

出量を推計した。

一廃とは異なり、産廃のある部分は工場内で減量化あるいは再利用される。したがって、実際
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に廃棄物処理の対象となる (すなわち環境負荷につながる)産廃は排出量の一部である。「静岡

県廃棄物処理計画」は、その適正処理対象量を産廃搬出量と呼んでいる。産廃搬出量は以下で定

義される。

陀″%=r,%x(1-翼R″)    ′=1,2.3,¨ .,14 (4.6)

ここで、池 』%は ″期の産業 ,か らの産廃搬出量 (千 トン)である。 RR′ は′期の産業 Jの減量 。

再利用率である。減量・再利用率は、静岡県の直近の公表値である平成H年度実績値から算出し

た。

R21 =0。 9882 膿 判

几R5 =0・ 6330[製造判

鳥乾 =0.0315 [建謬り罰

RR7=0・ 8926[電気・ガス・水道判

R聰  =0.0000[商判

RRll=0.0000 [運 輸通信場翻

几町2=0。 1053[サービス判

4.1口 3.二酸化炭素排出量 (C02)

二酸化炭素排出量は、廃棄物排出量とともに、産業及び消費活動を環境への配慮の観点から評

価すべき環境負荷である。このモデルでは、C02排出量を以下の3つの起源に分類し推定する。

Cθ2ノ仁Z′=Gθ2地 +602J囲%+Cθ2″5写 (4.8)

ここで、Cθ花 ′は′期のC02総排出量、ca2WDr、 Ca2 v∬t、 6θ2町駆 tは、それぞれ生産起

源、家庭起源、廃棄物処理起源のC02総排出量 (千 トンーC02)である。

生産起源のC02総排出量は生産額に比例すると考えられるので、

ca2frDr=(GO加 /CDPp x GDPr

(4。 7)

(4.9)

として推定した。(G02島り/GDP)は 生産起源のC02排出原単位 (千 トンーC02/億円)である。

また、GDPrは ,期の県内総生産額 (億円)である。排出原単位については、国が詳細に推計を

行つている平成 7年度実績値から以下のように算出した。

(6αi臥圧)/GDP)=0.1813 (4.10)

なお、元となる産業起源のC02排出量については、独立行政法人 国立環境研究所 地球環境研究

センターによる「部門別C02排出量の1990-2003年 度の推移Jの公表値を元に、国と静岡県の産

業別生産額を用いて按分したの。

→ 以上の推計は、土居英二教授 (静岡大学人文学部)力S考案した静岡県0%排出量の簡易推計法をもとにしている。
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家庭起源のC02排出量は、以下で定義される。

C02二″}=PttX(G02島″/Pの′

ここで、(Ca21「 /PaPb′は′期の人ロー人あたりの家庭起源C02排出量 (千 トンーC02/人)であ

る。ここでは、一人あたり家庭起源C02排出量が人口学的変数によって説明されるモデルを考える。

(C021「/P6房り′=λ l+λ 2(Pθ嘱任壼り′ (4。 12)

ここで、λl、 λ2は回帰係数であり、Ca剛闘り′は′期の平均世帯人員である。世帯人員が増え

ると、暖房・冷房、自家用車の利用などの一人あたリエネルギー使用量が減るため、結果的に家庭

起源のツト出量が減少すると考えられる。1990年から2002年の静岡県データ(サ ンプルサイズ
“
=13)

を用いて、一人あたり家庭起源C02排出量を、

("獅 /PaP)=)M_Q田
協
4『
"朋
),R2司・760  

“

.lo

と推定した。平均世帯人員が大きくなれば、一人あたり家庭起源C02が低下するという、直感通

りの結果が得られた。上記、回帰式の予測値に人口を乗ずることで、家庭起源のC02総排出量が

推定される。

廃棄物処理起源のC02排出量は、主に廃棄物の焼却処分により排出されるため、廃棄物処理量

に比例すると考えられる。ここでは、

ca2 v∬t=cθ2V∬ⅣSの′XZ路 (4。 14)

で廃棄物処理起源C02排出量を推定する。ここで、WSTは適正処理の対象となる廃棄物量 (千

トン)、 (C02″
"翔
曜の は廃棄物処理起源C02排出原単位 (千 トンーC02/千 トン=ト ンーC02/ト

ン)である。前述のとおり、7Fは一廃排出量と産廃搬出量の総和である。

7Srr=AF%/1000+ハセ″フ特′+Aセ″ワ陽′+Aたノ76r+ハを″″%+ハセ′刀鶴

+」セ″%lr■形″z2′              (4。 15)
廃棄物処理起源C02排出原単位は、国が詳細に推計を行つている平成7年度実績値から算出した。

(CO2WST/WSD: 0.0963 (4。 16)

以上のように求めた生産起源、家庭起源、廃棄物起源のC02排出量の合計が県全体のC02総排出

量となる。

4.2口 静岡県SDモデルによる環境改善シナリオ

環境セクターの動向は、経済セクターで決定される産業の生産及び消費者の消費活動に、大き

く依存する。経済成長が持続することを仮定すると、環境負荷を将来的に低減させることは難し

いと思われる。しかし、企業や家計が環境負荷を減らすような生産 (「持続可能な生産」)お よび

消費生活 (「持続可能な消費」)を行うことで、ある程度の環境負荷の低減を見込むことが出来る。

(4.11)
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ここでは、環境セクター独自のシミュレーション結果を例示する。「現状シナリオ」および「改

善シナリオ」として、環境セクターのパラメータについて、以下の設定を置く。

現状シナリオ

前節で推計した減量・再利用率、C02ツト出原単位が将来も継続する。

改善シナリオ

(1)製造業の減量 0再利用率 ((4.7)式 、R町 )が、現状 (平成11年度実績値)の 63.3%か

ら、2006年度以降徐々に上昇し、2030年度には70%と なる。

(2)建設業の減量 。再利用率 ((4.7)式 、R町 )が、現状 (平成11年度実績値)の 3.15%か

ら、2006年度以降徐々に上昇し、2030年度には30%と なる。

(3)産業起源のC02排出原単位 ((4。10)式、 lCa2wD/GDP))が 、現状 (平成 7年度実績

値)の O。 1813(千 トンーC02/億円)から、2006年度以降徐々に低下し、2030年度には現

状 (平成7年度実績値)の90%(0.1631千 トンーC02/億円)と なる。

以上の「改善シナリオ」の設定値を図10に示す。

………減量・再利用率(製造業)
… … 減量。再利用率(建設業)
口‐・・産業起源002原単位

｀ も、    ′
′°

〕レイf

2010     2014     2018     2022     2026

年度

図10 「改善シナリオ」の設定

また、経済セクターについては、21世紀シナリオにしたがって、成長すると仮定した。

図11は、静岡県SDモ デルによるシミュレーションの結果の県内C02排出量の予測値グラフで

ある。21世紀シナリオにしたがって経済発展するとしても、環境セクターでの「改善シナリオ」

が実現するならば、静岡県全体のC02排出量の低減の可能性があることが示された。
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千トンー002
45,000
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年度

図11 県内C02排出量 (推計値)

おわりに

以上、地域経済モデルによるシミュレーション分析を進めてきた。本研究の特色は以下のよう

に整理される。

(1)地域経済モデルを人ロモデルと同期させることで、人口減少社会の将来像を知ることができ

た。人口が減少局面を迎えた後も、県内総生産がしばらく上昇を続けるため、人口減少の影

響が一人当たり所得に反映されるには、タイムラグが存在することがわかる。

(2)産業別の生産活動をモデル化することで、経済成長における地域特性を表現することができ

た。

(3)安定的な経済成長を保持しつつ、より低環境負荷の生産や消費活動を行うことは、企業や家

計が改善の努力を行うことによつて可能であることが示された。

以上のように、地域経済モデルをシステムダイナミックス・モデルとして構築することで、政

策シミュレーションの組み合わせを自由に行うことができた。

県や国などの政策により、排出原単位を減少、減量 。再利用率を増加、さらには二酸化炭素排

出原単位を減少させるように生産者側が企業努力をする可能性も、将来的には考慮されるべきで

ある。現状では、これらの排出原単位は固定的としたが、より詳細な情報 (例えば、新技術の導

入や法令等の見通し等)が得られた時点で、静岡県SDモデルにそれらを反映することが可能で

ある。また、廃棄物管理政策、温暖化ガス低減策に起因した新規設備投資の増加、あるいは産業

構造の変化などについて、経済セクターヘのフイードバックを考慮することも今後の課題である。

また、環境セクターで例示したシナリオの設定についても、詳細な検討が必要である。
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